
    
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

  

 

 

    

   

    

  

     

            

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本経済の再生と産業競争力の強化を目的とする産業競争力強化法が１月２０日に施行され

てから半年。経済産業省は同法の関連施策の運用実績を公表した。 
それによると、地域における創業の促進を目的として、市区町村が創業支援事業者と連携して

策定する創業支援事業計画は、６月２０日時点で４２都道府県１７７市区町で認定された。また、

生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制生産性向上設備投資促進税制についてはについてはについてはについては同月末時点同月末時点同月末時点同月末時点でででで、、、、先端設備先端設備先端設備先端設備（Ａ（Ａ（Ａ（Ａ類型類型類型類型））））のののの証明証明証明証明・・・・確認件数確認件数確認件数確認件数がががが

１１１１万万万万９９９９,,,,２４０２４０２４０２４０件件件件、、、、生産生産生産生産ラインやオペレーションのラインやオペレーションのラインやオペレーションのラインやオペレーションの改善改善改善改善にににに資資資資するするするする設備設備設備設備（Ｂ（Ｂ（Ｂ（Ｂ類型類型類型類型））））がががが８２８８２８８２８８２８件件件件とととと、、、、

すでにすでにすでにすでに２２２２万件万件万件万件をををを超超超超えたえたえたえた。。。。総額約総額約総額約総額約１１１１兆兆兆兆４４４４,,,,３７１３７１３７１３７１億円億円億円億円にににに上上上上るるるる。。。。中小企業中小企業中小企業中小企業にもにもにもにも利用利用利用利用しやすいしやすいしやすいしやすい税制税制税制税制となとなとなとな

っていることもありっていることもありっていることもありっていることもあり、、、、中小企業者等中小企業者等中小企業者等中小企業者等のののの割合割合割合割合がががが全体全体全体全体のののの３３３３分分分分のののの２２２２近近近近くをくをくをくを占占占占めためためためた。。。。    

一方、グレーゾーン解消制度については、中小企業５事業者を含む１４事業者が行った１３件

の申請を受理し、うち９件について事業者に回答。企業実証特例制度についても、中小企業４事

業者を含む９事業者が行った５件の申請を受理し、うち４件について事業者に回答した。そのほ

か、７月１８日時点で計９件の事業再編計画、特定事業再編計画が認定された。リース手法を活

用した先端設備等導入促進補償制度推進事業は、２８件の支援契約が締結された。 
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『関連施策の運用実績を公表 産業競争力強化法施行から半年』 

『１００万人の女性労働者 増加は可能か』 

２０１４年度年次経済財政報告（経済財政白書）が閣議提出された。 
白書では現在の日本の経済を「回復基調が続く」と位置づけているが、企業の設備投資は低調

であり、景気回復の主役は個人消費と大型公共事業が中心になっていると分析している。また、

消費税率引上げの影響もあり、駆け込み需要による個人消費の大幅な増加があったものの、反動

減により大きく減少しているとしている。 
白書白書白書白書のののの記述記述記述記述でででで気気気気になるのがになるのがになるのがになるのが、、、、約約約約１００１００１００１００万人万人万人万人のののの女性労働者女性労働者女性労働者女性労働者をををを創出創出創出創出することがすることがすることがすることが可能可能可能可能としているとしているとしているとしている点点点点だだだだ

ろうろうろうろう。。。。少子化少子化少子化少子化によるによるによるによる労働力人口労働力人口労働力人口労働力人口のののの減少減少減少減少をををを女性女性女性女性やややや高齢者高齢者高齢者高齢者でででで補補補補うべきといううべきといううべきといううべきという議論議論議論議論はははは常常常常になされているになされているになされているになされている

がががが、、、、具体的具体的具体的具体的なななな話話話話はなかなかはなかなかはなかなかはなかなか進進進進んでいないんでいないんでいないんでいない。。。。白書白書白書白書ではではではでは、、、、待機児童待機児童待機児童待機児童をををを減減減減らすことらすことらすことらすこと等等等等のののの子育子育子育子育てててて対策対策対策対策によによによによ

ってそれがってそれがってそれがってそれが可能可能可能可能であるとしているであるとしているであるとしているであるとしている。。。。    

また、人口減少により小売、飲食への需要は下がる一方、高齢化により医療・介護等、旅行関

連需要も増加すると分析している。白書では２０３０年には２０１３年と比較して労働力人口が 

約９００万人減少すると見込んでおり、日本経済全体の問題として労働力人口の

確保が大きな課題となっていることが浮き彫りとなっている。国の施策としての

動きが鈍い中、企業は自社主導で対策を検討する必要があるだろう。 
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